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　Databases are considered as one typical kind of inoformation sources in reseach 
activity and daily management. Commercial databases and information retrieval services 
made a grand appearance in an “problem-oriented” era. The conditions in the last two 
decades  of the 20th century were stated for Japanese database service indutry.  The 
performance of the industry in the United States was far ahead of that of Japan. This 
may be believed to be due primarily to public acceptance to database and “indexing”.
　わが国の情報化の歩みを眺めるとき，データベースの登場と発展は，その重要な一頁を占め
るものと思われる．本稿では，日本における，いわゆる商用データベースが，どのような形で
登場し，その後，どのような経路を経て発展してきたのかを述べることとする．対象とする時
期は，インターネットの本格的な普及が始まるまでの期間，つまり，前世紀の最後の15-20年
間である．
1．データベースの概念
1.1． データベースとは
　最初に，データベースという語と概念を整理しておこう．データベースという言葉は，著作
権法（第 2条）では，「論文，数値，図形その他の情報の集合物であって，それらの情報を電
子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したものをいう．」と定義されて
いる．
　これはデータベースの概念を表したものであるが，具体的にその内容を分析すると，以下の
三点になるものと考えられる．
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　 1）文献等の集合物であること．
　 2）体系的に構成されていること．
　 3）さまざまな角度から検索可能であること．
　 3）の検索可能というのは， 2 ）の体系的構成の結果なのだから，データベースは，単に情
報が集まったというだけでなく，それがある統一的な意思の下に整理されていることが必要で
ある．ここにこそ，データベースの本質がある．つまり，それは，情報を後で使うことを考え
て，あらかじめ整理して蓄積しておくためのツール，ないしはシステムなのである．これは，
従来から図書館やアーカイブズなどが果たしてきた役割と等価である．こうしたものを情報ス
トックと呼ぶとすると，現代のコンピュータ化社会において，データベースは代表的な情報ス
トックであると言うことができる．
　現代では，経済活動その他に伴って，膨大な量の情報が無秩序的に生産されて流通している．
その環境は，マスコミの発達などともに，インターネットやコンピュータなどの情報通信技術
（ICT）の進化によってもたらされ，ICTはこの傾向をいっそう助長している．それは，人々の
経済的，社会的，文化的営為の結果であるとともに，人々は，日々，生活し，仕事をしてゆく
ためには，自らが必要とする情報をすでに発信された情報の集積の中から見つけて，自分たち
の活動の参考にしてゆかなければならない．こうした点は，個人のみならず企業その他の組織
においても同様である．しかも，その巧拙や妥当性の如何が，企業の命運すら左右するように
なっているのである．
　データベースは，そうした目的での情報利用が効率的・効果的におこなえるよう，あらかじ
め，索引作業や管理ソフトウェアの組み込みなどによって情報集積に対して，その表現内容な
どの配列分類に一定の秩序を与えている．現実的には，キーワードや分類など，探索のための
有効な手段を装備しているのである．つまり，資料を整理・配架して，分類や目録から資料を
探せるようにしている図書館やアーカイブズと同じような機能を，電子媒体の中に実現してい
る．データベースというのは，人間や社会の記憶を外部化して，必要に応じて蓄積した情報を
取り出せるようにした社会的装置，あるいは社会の記憶装置なのである．
1.2． データベースの必要性
　つぎに，データベースが，社会で実際に使われる場面を，考えてみよう．たとえば，研究開
発を考えてみる．研究というのは，研究者が，これまでの学問的成果に，新規でかつ有効な発
見，理論，解釈等を付加して当該分野の発展を図ることを目的としておこなわれる．そのため
には，その分野におけるこれまでの学問的成果が，その研究者の手によって自由に入手でき，
参照できるような状態に置かれていなければならない．現実に研究を進めるにあたっては，自
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らの研究テーマや方向性が定まった時点で，これまでその分野でどんな研究がおこなわれ，ど
のような成果が構築されているのかを調査しなければならない．
　一方，研究者は，研究が終了した段階で，自らの達成成果を論文としてまとめ，学術雑誌に
投稿する．これは，審査を経て採否が決定され，採用された場合は，その雑誌に掲載されるこ
とになる．こうした論文などを，第三者が収集して，分類やキーワードを付加して構成したも
のが，その分野のデータベースなのである．したがって，研究者はデータベースを検索するこ
とによって，現在までの研究の達成状況を，効率よく把握することができるのである．こうし
た状況を，以下に図示する（図-1）．
研究 研究
研究者A 研究者B 
参照・引用 参照・引用
ΔKの追加
研究成果としての
知識の総体
（電子ジャーナル，
データベースに収録）
論文
K
K+ΔK
論文
　つまり，学術雑誌に投稿され掲載されることによって，この分野における新たな知見が公に
なり，それが，またデータベースに収録されることによってだれでも利用可能な社会的資源に
なるのである．それを，今度は別の研究者が参照・引用することによって，新たな研究が進む．
データベースを活用したこのような参照と引用の連鎖によって，社会全体の研究の進展が加速
化されるのである．つまり，研究の進展には，研究成果の組織された情報ストック（定期的更
新と評価をともなう）であるデータベースが不可欠であるといえよう．
　前述したように，情報を整理・蓄積・保管し，必要に応じて，特定の情報要求に基づいて利
用できるようにしたストック情報資源として，データベース，図書館，アーカイブズ，インター
ネットと検索エンジン，などがある．しかしながら，インターネットは，元々フロー情報のた
めのユーティリティであり，電子メールやファイル転送などに使われてきた．それが，WWW
によって不十分ながらストック情報の側面を持つようになった．ただ，検索の原始性，著者の
匿名性，情報の保存における不安定性，品質評価の不在などの問題は依然として残ったままで
資料：山﨑久道『情報貧国ニッポン：課題と提言』日外アソシエーツ，2015．
図‒1　研究の進展と情報の流通
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ある
1）
．
　いま述べたようなデータベースの利用は，研究開発のみならず，企業の新製品開発，特許の
申請，取引相手の信用状況の確認，病院における病気の治療，などにおいても同様に行われて
おり，そうした業務の要の位置を占めている．
1.3．商用データベースとその登場
　データベースは，当初は組織の内部で作られ，そこで利用されるものであったが，そのうち
データベースの作成と提供を，事業として行う組織が出現してきた．データベース産業，ある
いはデータベース・サービスである．
　こうした産業が登場した背景には，データベースを必要とする社会状況が存在したものと考
えられる．これは，情報流通の歴史的発展段階に，その理由を求めることができる．その点に
つき，表-1 をもとに説明する．
表-1　情報アクセスの発展段階とその態様
発展段階
学問指向
discipline-oriented
使命指向
mission-oriented
問題指向
problem-oriented
情報内容 科学における真理（自然
科学中心）
同左およびその工学的，
実際的目的への応用（自
然科学の応用の範囲）
同左全部および自然現象の
みならず社会現象を含む制
御困難なシステムについて
の知識（社会科学，人文科
学［たとえば個人の価値
観］）に広がる
想定される情報利用
者
当該学問の研究者 技術者，応用研究者（特
別に編成されたチームの
メンバーで数年間特定業
務に従事）
中央・地方政府の官僚，産
業従事者（経営者，ホワイ
トカラー，労組），計画立
案者，新聞記者，一般公衆，
各レベルの政策決定者，（特
定のテーマや問題に一時的
ないし短期的に従事する
人々）
利用者の概数 数十～ 2，3 千 2，3 千～数万 数十万～数百万
利用者の知識の程度
と交流
非常に高度で専門的，当
該学問の研究者間のみの
交流
中程度から高度に専門
的，交流は学際的
低い程度から高度に専門的
なものまで広範囲，交流は
いくつかの文化集団を横
断．非専門家や政治，行政
担当者とも交流
典型的な情報組織，
機関，サービス
研究図書館 技術情報センター総合的
情報分析，蓄積，検索シ
ステム
同左全部，スーパーマー
ケット型オンライン・デー
タベース・サービス，デー
タベース作成機関，コンサ
ルタント，シンクタンク，
情報プローカー
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　第 1の学問指向（discipline-oriented）段階においては，情報は当該学問の研究者の間で（の
み）流通し，印刷物中心に数カ月から数年の遅れで情報が伝達されていた．この時代の情報機
関としては，研究図書館（大学図書館）がその代表的なものである．現代でも，大学や学会に
おける情報流通は，このカテゴリーに属するものと考えられ，そこでは，問題認識のずれはあ
まり存在せず，使用される語（主に学術用語，専門用語）の意味は安定的で，かつ研究者間で
は概して普遍的流通性を持っている．研究者同士が，「自由な言葉」で討論したり，論文のキー
ワードを付与したりしても，それは一種の閉鎖社会での事象であり，そのことによる学術研究
上のコミュニケーションに支障はなかった．
　第 2の使命指向（mission-oriented）段階では，特定目的のために編成された集団の間で，
やや専門的な情報が流通し，テクニカルレポートなどによって，情報伝達の遅れは相当に縮小
されていた．たとえば，全米航空宇宙局（NASA: National Aeronautics and Space Adminis- 
tration）で，「人間を月に送る」といったプロジェクトが組織され，さまざまな分野の専門家
が動員されて学際的に協力するような状況がそれである．情報内容やその流通はより学際的に
なり，技術情報センターや専門的な情報検索システムが情報流通の中心組織であった．
　第 3の問題指向（problem-oriented）段階に入ると，さまざまなレベルの情報がほぼ社会全
体にわたって流通し，オンライン・データベースの出現で，伝達の時間的ズレは限りなく小さ
くなった．この時代の特徴は次の点にある．
　①情報流通の範囲が研究者，技術者から社会各セクターに一挙に拡大したこと．
　② 情報の範囲がタテ（専門的なものから一般的なものまで），ヨコ（多分野，多部門横断的）
に拡大したこと．
　③自然科学と社会科学・人文科学の融合が起こったこと．
　④情報産業が成立したこと．
　⑤情報技術の発達により双方向的な情報サービスが出現したこと．
　この時代には，新たにデータベース・サービス，コンサルタント，シンクタンク等が情報機
関として登場した．さらに，近年のネットワークの発展，特にインターネットは，世界中の研
上記のもののスポン
サー
同業者，大学 大きな使命を持つ機関
（例：N A S A，D O D，
AEC，NLM）
同左全部，そして何よりも
市場組織（＝一般ユーザー）
→情報産業の成立
典型的な情報メディ
ア
印刷物（図書，雑誌） テクニカル・レポート，
副次的なコンピュータ利
用
会話的オンライン・データ
ベース，冊子体 2次資料，
ニュースレター，これまで
のメディアも健在
上の伝達速度 数カ月～数年 数分～数時間～数週 即時～
　資料： Giuliano, V. Into the information age: a perspective for Federal action on in formation. Chicago， American 
Library Association, 1978, 134p. を参考に筆者作成．
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究者を即時的に結びつけることにより，地理的懸隔を超えたリアルタイムでの情報交換を実現
することができるようになった．
　その一方で，ある分野の研究者にとって，コミュニケーションを行ったり，情報収集をした
りする対象や相手の範囲は，当該分野の研究者といった狭い範囲から大きく広がり，異分野の
研究者・技術者，行政官，政治家，企業家，ビジネスマン，一般市民にまで到達する．こうし
た広大な範囲では，狭い分野の学術用語に頼って情報を流通させることは，理解不能もしくは
誤った理解をもたらして，研究の正確な進行を大きく阻害するおそれが高い．それとともに，
動員される研究者その他のメンバーも，特定学問分野からというより，解決を迫られている問
題に対して，考えられ得る限りのさまざまの分野やセクターの人材から構成されることになる．
　学問指向（discipline-oriented）段階においては，当該学問の研究者の間で情報が流通し，
印刷物中心に数カ月から数年の遅れで情報が伝達されていた．つぎの使命指向（mission-
oriented）段階では，特定目的のために編成された集団の間で，やや専門的な情報が流通し，
テクニカルレポートなどによって，情報伝達の遅れは相当に縮小されていた．問題指向
（problem-oriented）段階に入ると，さまざまなレベルの情報がほぼ社会全体にわたって流通し，
オンライン・データベースやさらにインターネットの出現で，伝達の時間的ズレは限りなく小
さくなった．こうしたタイムラグの縮小は，反面ではコミュニケーションにおけるある種の混
乱を助長することになる．それは，語の意味は自明のものとして，それよりはその単語の文字
構成のみに注目が集まり，それがコンピュータによって処理されることに起因する．
　つまり，データベースは，問題指向の現代における情報提供手段として，要の地位を得るよ
うになったものと考えられる．
2．データベース産業の産業構造と発展
2.1．データベース産業の産業構造と構成要素
　1980-1990年頃のデータベース産業の構造を図-2 に示す．
　プロデューサ（producer）とは，データベースを構築・維持する企業，機関を指す．その役
割としては，原データの収集はもちろん，原データに対しデータ間整合性のチェック，時系列
等の整理，抄録の作成，キーワード付与等のインデクシング作業をおこなう．データベース作
成には巨額の投資が必要なため，これをいかに軽減するかということと，データの品質を一定
に保つこととがプロデューサの使命である．このため，公的機関がプロデューサになっている
例も多い．一方，プロデューサ自身がオンライン・サービスも行うものを，インテグレーテッ
ド・プロデューサと称する．
　ディストリビュータ（distributor）とは，プロデューサが作成したデータベースを，コンピュー
タ・システムに搭載して検索，利用のできる形とし，通信回線などを経由してユーザーの利用
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プロデューサ
一次資料収集 ・原データ収集
 (文献 DB) 
抄録等作成
 (ファクト DB ) 
整合性チェック
コンピュータ可読形式へ変換
広義のディストリビュータ
ディストリビュータ
ＤＢＭＳへの搭載 ファイル管理 アプリケーション・プログラムの開発
ゲートウェイ
パソコン通信ネットワーク
インフォメーショ
ン・ブローカ ー
サーチャー
エンド・ユーザー
　資料：山﨑久道『専門図書館経営論：情報と企業の視点から』日外アソシエーツ，1999.
図-2　インターネット普及以前のデータベース産業の産業構造
に供する企業，機関を指す．このため，ディストリビュータはデータベース管理システム（Ｄ
ＢＭＳ：DataBase Management System＝データベースを効率的に管理したり，検索機能を提
供したりするソフトウェア）を備え，場合によっては，データベースの加工もおこなう．ディ
ストリビュータは複数のデータベースを提供するのがふつうで，中にはDIALOGのように，数
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百にも上る各分野のデータベースを提供するところもある．ディストリビュータにとっては，
よりよいデータベースの導入とサービスの向上が経営課題である．
　ゲートウェイ（gateway）とは，一般的には，ネットワーク間接続をおこなう中継システム
を指す．ソフトウェアと若干のハードウェアから構成される．近年は，データベース・サービ
スにおけるゲートウェイが注目を集めている．この場合の機能は， 1 ヵ所のデータベース・シ
ステムのホストコンピュータにアクセスすれば，そこからゲートウェイ接続された他のデータ
ベース・システムも利用可能になるというものである．ユーザーにとっては，利用できるデー
タベースの種類・分野が広がる，取得・管理すべきパスワードやユーザーIDの種類が少なくて
すむ，などの利点がある．さらに進んで，統一コマンドによる検索，複数データベースの横断
検索などの機能が開発されつつある．
　インフォメーション・ブローカー（information　broker）とは，顧客の求めに応じて，有料
で情報の検索・収集・分析をおこなう情報サービス業者のことをいう．より狭義に代行検索業
者を指すこともある．データベースの検索技術に熟練したサーチャーを擁していることが多い．
データベース・サービスの普及にともなって活躍の場が増えつつあるが，その一方，企業など
で，管理面などからの要請で自前のサーチャーを社内に育成して抱えておこうという動きがあ
り，今後の展開が難しい面もある．むしろ，検索よりも原文献，それも入手の難しい灰色文献
などの入手に活路を見いだしていくものと思われる．インフォメーション・リテーラー
（information　retailer＝情報の小売人）とも呼ばれる．
　サーチャー（searcher）とは，情報の最終利用者に代わってデータベースの検索を行い，利
用者の求める情報を抽出して提供するもの．その業務は，利用者へのインタビュー，データベー
スの選択，検索戦略の構築，検索の実行，検索結果の提供，オリジナル文献等の入手などから
なる．現状では，企業内の情報部門において，各部門の情報要求に対応する形でサーチャーが
業務をおこなうケースが多いが，インフォメーション・ブローカーが多数のサーチャーを抱え，
業務として代行検索サービスを展開する例も増えつつある．
　いずれにしても，生産を担うプロデューサ，流通に当たるディストリビュータ，ゲートウェ
イ，インフォメーション・ブローカー，消費段階のエンド・ユーザー，サーチャーと役割分担
が明確である．エンド・ユーザーはデータベースを利用することによって，調査報告や論文な
どの新たな情報をまとめ上げる．
　産業として見ると，かつては巨額のコンピュータ関連費用をディストリビュータが負担して
いた．しかしながら，コンピュータ関連費用はコンピュータの劇的ともいえる性能向上と価格
性能比の改善によって大きく低下した．これに対して，プロデューサのデータベース作成費用
は，オリジナル情報が電子媒体で作成されることによって軽減された反面，データの選択，
チェック，加工（インデクシング，抄録作成など）などに要する人件費はむしろ高騰している．
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一方では，インターネットの普及による “データベース（もどき）”へのアクセスの容易化，な
らびに低費用化により，データベース産業全体が打撃を受けつつある．
2.2．データベース産業の発展動向
　わが国におけるデータベースサービスのこの時期の動向を，データとして見ておこう．
表-2　データベース産業の年次変化
年　次
産業全体の売
上高（億円）
プロデューサ
専業の比率
（％）
ディストリ
ビュータ専業
の比率（％）
産業としてのデータベース構築における問題
点の指摘
1984 　967 12.5 15.0
データの収集，入力など構築作業に莫大なコ
ストと時間がかかる，構築に関しての国の助
成がない，初期投資が大きく回収困難
1990 1,866 20.6 11.5
構築作業にコストと時間がかかる，構築後の
メンテナンスコストが負担，初期投資が大き
く回収困難
1995 1,973 11.6  3.9
データの収集，入力などの構築作業にコス
ト・時間がかかる，構築後のメンテナンスコ
ストが負担，初期投資が大きく回収困難
2000 2,916 30.6  9.3 入力コスト高，維持コスト高，収支が見通せない
　資料：財団法人データベース振興センター『データベース白書2004』2004年．
　　　　財団法人データベース振興センター『データベース・サービスに関するユーザー意識調査』1985年，1991年．
　　　　財団法人データベース振興センター『データベース・サービス実態調査』1996年，2001年．
　表-2 によると，データベース産業の売上高は，1990年代の前半にやや停滞したものの期間
全体を通じて，堅調な伸びを示している．産業構造の面からは，プロデューサ専業の比率が一
定の値にとどまっているのに対し，ディストリビュータ専業の比率が，下がってきているのが
特徴的である．これは，同じ図表の次の列の「産業としてのデータベース構築における問題点
の指摘」と見ると，その背景が窺えよう．そこでは，構築コスト，維持コスト，投資の回収見
通しなどが指摘されているが，これらの項目は，いずれもディストリビュータの事業展開に深
く関わることである．わが国のデータベース産業の展開においては，当初から，ディストリ
ビュータの事業運営が困難を孕んでいたものと推測できる．
　さらに，2001年の上記資料では，本格的に普及してきたインターネットを利用したデータベー
ス提供についての産業側の懸念が表-3 に示されている．
　これで見ると，インターネットの登場によって，ディストリビュータのビジネスの困難が，
いっそう助長される傾向にあることが見て取れる．というのは，プロデューサは公的機関であ
ることもあるが，ディストリビュータは，ほとんど民間一色（公益法人，企業）であると言っ
てよい．結局，産業としてのデータベース・サービスの盛衰は，ディストリビュータの動向に
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表-3　インターネットを介したデータベース・サービスなどの不安と問題（N=102）
　項　目 回答の比率（％）
データベースの著作権（知的財産権）がどう保護されるか心配 52.0
HPなど，データベースそのものの無料化が進み，有料データベース利用の伸び
に影響が出ている 50.0
外部からの不正アクセスやウイルスによる被害など.セキュリティ上の不安があ
る 46.1
サービスの充実を図ろうとするが，設備投資やサービス要員にかかるコスト負担
が大きい 35.3
公的機関（政府など）が，自ら収集したデータ・情報を原則無料でサービスする
など民業圧迫の恐れがある 33.3
　資料：財団法人データベース振興センター『データベース・サービス実態調査』2001年．
3．結論にかえて
　それでは，データベース先進国と言われる米国と比較した場合，わが国のデータベース産業
の水準は，どの程度に位置するのであろうか．図-3 に，六つの観点から，米国を 1として計
算したレーダーチャートを掲げる．
ファクト・デ ター
ベース数
ビジネス・デー
タベース数
プロデューサ数
国産デ ター
ベース数
参入企業数
デ ターベース数
1
1
1
0
0
0
アメリカ
日本
資料：財団法人データベース振興センター『データベース白書2004』51頁．
図-3　データベース産業の日米比較（2002年）
2）
連動してゆくと考えてもよいのではないか．
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　ファクト・データベースというのは，雑誌論文などの文献のデータベースではなく，統計数
値，画像などのデータベースのことを言う．いずれにしても，どの観点から見ても，わが国デー
タベース産業は，米国の同産業に大きく水を空けられている．
　その理由としては，
　 1）データベースの歴史の差，
　 2）索引についての思想の差，
　 3）データベース自体の価値，
　ひいては，情報ストックに対する彼我の社会意識の差などがあるものと考えられよう．特に，
国産データベースの劣位は，おおうべくもない．情報資源としてのデータベース構築において，
彼我に抜きがたい差のあることは歴然としている．いずれにしても，わが国の情報化は，ハー
ドウェア先行で，ソフトウェアやコンテンツの整備は大きく立ち遅れていることが，ここにも
現れている．
　この段階で，わが国データベース産業は，
　① 情報技術の発展や時代の要請でデータベース産業が成立したものの，
　②  産業構造に，国産データベースの不足，ディストリビュータの巨額投資，インターネッ
トの登場の影響，といった不安定要因を抱え，
　③ 日米の格差に見るデータベース産業の実力の脆弱性，
　が顕在化する中で，困難な道を歩むことになるのである．
　今後は，Googleが1998年に成立し，インターネット利用が本格的に普及した2001年以降のデー
タベース産業の動向につき，調査分析をしてゆくことにしたい
3）
．
注
 1) 　この点の詳細については，山﨑久道『専門図書館経営論―情報と企業の視点から』日外アソシエー
ツ，1999年　135-138頁を参照のこと．
 2) 　このグラフの数値データは，以下の通りである．
アメリカ 日本
プロデューサ数  1,567 　144
参入企業数  1,642 　540
データベース数 16,417 2,379
国産データベース数  7,049 1,314
ビジネス・データベース数  1,636 　706
ファクト・データベース数 11,378 1,342
 3) 　この時期にあっては，日米ともに，産業分類の改訂において，データベース産業はいろいろな意
味で過渡的な取扱いを受けている．そのことが，この時期の統計データの利用において，面倒で困
難な問題を提起している．そのことについては，稿を改めて述べたい．
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